
 

 

 

平成 29 年 8 月 25 日 

土地・建設産業局建設業課 

 

平成２９年度多様な入札契約方式モデル事業の支援事業者決定 

～事業の課題に対応した入札契約の活用促進に向けて～ 

 

 

 
 
 
国土交通省では、公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成 26

年法律第 56 号）等の施行を踏まえ、発注者である地方公共団体における多様な入札契約方式

の導入・活用を促進するため、平成 26 年度から他の発注者のモデルとなる発注への支援を実施

する取組「多様な入札契約方式モデル事業」（※１）を開始しています。 

今年度は、７月３日に４件の支援案件を選定し、これらへの支援を実施する支援事業者の公募

を行ったところですが、今般、次のとおり支援事業者を決定しましたのでお知らせします。 

今後は支援案件を実施する地方公共団体に支援事業者を派遣し、支援を進めてまいります。 
 

１．支援案件（モデル事業）及び今回決定した支援事業者 
 

地方公共団体 支援対象事業 支援事業者 

板橋区（東京都） 
小中学校等空調設備 
一斉更新事業 

明豊ファシリティワークス株式会社 

上田市（長野県) 庁舎改修・改築事業 

日建設計ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 
桜井市（奈良県） 新庁舎建設事業 

徳島県・美波町（徳島県）
※共同申請 

大規模災害を想定した 
復旧・復興事前検討事業 

株式会社建設技術研究所 

            ※上田市、桜井市の２事業については、１つの業務として支援事業者を募集。 
 

２．主な支援内容 

 支援対象事業の性格や地域の実情等に関する課題の整理 

 最適な入札契約方式の検討 

 新たに導入する入札契約方式において必要となる諸手続の支援 等 
 

３．今後の予定 

８月下旬～来年３月下旬 支援対象事業の発注に向けた支援 
 
（※１） 多様な入札契約方式モデル事業の実施内容については、下記 URL をご参照ください。 

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000102.html  
 

＜問い合わせ先＞ 

国土交通省 土地・建設産業局 建設業課 入札制度企画指導室  山根、近藤 

        電話 03－5253－8111（内線24726、24704）、夜間直通 03-5253-8278 

FAX   03－5253－1553 

 

地方公共団体が実施する事業の様々な課題に対応した入札契約の活用を支援する「多様な

入札契約方式モデル事業」について、支援案件４件の支援事業者を決定しました。 


